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2015年度に開始した『ワーク・ライフ・バランス講座』では、終了後に受講者アンケートを実施し、その意見を次年度の講座に反映させてきた。ここに3年間の経緯と成果、今後の課題を報告する。
· ワーク･ライフ･バランスへの取り組み
[bookmark: _GoBack]仕事（Work）と生活（Life）の調和をはかる「ワーク・ライフ・バランス」は、企業に欠かせない理念。我が社でも、「社員が能力を発揮しやすい環境を作ることで優秀な人材が育ち、それが業績の向上に結び付く」という考え方に基づき、2011年から働き方と人事異動の見直しを行ってきた。2015年には、社員が個々のライフスタイルに合わせて柔軟に働けるよう、多様な勤務形態を制度化した。
· 講座の経緯と成果
多様な勤務形態を理解してもらうため、2015年度、新入社員向けの教育プログラムに『ワーク・ライフ・バランス講座』を設けた。6月の配属までに働き方の選択肢を示し、自分に適した勤務形態を判断させることを大きな目的としている。

2015年度：新人向けの講座を開設
講座の冒頭に「自分に合った働き方を選ぶこと。これが企業の生産性を向上させ、同時にプライベートも充実させる」という概念を説明。そのために、どのような制度が用意されているかをレクチャーした。

2016年度：具体的な方法や事例を紹介
前年度の受講者からは、「制度をどのように利用すればいいのかわからない」との声が多く寄せられた。そこで実際の申請方法を詳しく説明し、先輩たちの事例も紹介した。その結果、具体的な働き方がイメージできるようになり、制度の利用者が3割増加した。

2017年度：管理職向けの講座を追加
各部署へ配属後、「上司が制度を理解していない」との声が多く寄せられた。そこで新たに管理職を対象とした講座を設け、制度への理解を深めてもらい、部下が利用する際の対応について話し合った。その結果、上司と部下の意識統一がなされ、制度の実効性が高まった。

· 今後の課題
新規採用者が減る状況にあって、若い社員への負担は年々大きくなっている。「仕事」と「生活」は同じ比重に保つことが望ましいが、我が社の場合、どうしても「仕事」に傾く社員が多いのが実情だ。講座ではむしろ「生活」に重きを置くことを説き、その個人的な部分への傾きが結果的に仕事を支える、という構図をより強力に打ち出したい。また、仕事と生活のバランスを調整するアドバイザーへの相談時間を設け、積極的な意識改革を行うことも必要だ。
